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1．問題の所在と限定
　交通事故の被害者の保護を図り、あわせて自動車輸送の健全な発達に資することを目的
に、対人賠償保険である自動車損害賠償責任保険（以下「自賠責保険」と表記）が設立さ
れた1）。1955年の制度設立以来その目的を確実に果たす上と同時に、制度そのものや運用
をめぐる問題も引き起している2）。前稿では、そのような問題の源泉には自賠責保険をめ
ぐるステイクホルダー（stakeholders）3）の利害の対立がある、との認識から考察を行っ
た4）。そして、問題解決のために、自賠責保険の運営主体である損害保険会社は企業戦略
全体の中での自賠責保険の位置づけを明確にし、これにもとづきステイクホルダーの利害
の調整を図る必要がある。その際、判断基準とすべき自賠責保険をめぐる「公正」概念が
問題となることを指摘した。
　自賠責保険の引受義務5）を有する損害保険会社のステイクホルダーは多岐にわたるが、
その利害を調整する上で倫理的課題事項が生じる。特に自賠責保険の目的である被害者保
護の方法をあぐる問題が生じている。被害者保護を達成する上で、ステイクホルダーの利
害は必ずしも一致するものではない。まず、自動車事故の直接的な当事者である特定の保
険契約者（一被保険者、以下「契約者」と表記）とその被害者の利害は対立しやすい。ま
た、個々の契約者と契約者全体としての利害は一致するとは限らない。その優先順位決定
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は保険の本質に関わる問題とも言える6）。また損害保険会社の収入保険料に占める割合か
ら、自動車保険は主な収入源と位置づけられる。このうちの対人賠償保険は、強制加入で
ノーロス・ノープロフィットの原則7）に基づき運営される自賠責保険と、任意の対人賠償
保険（以下「任意保険」と表記）との二本建て制度により運営されるがS）、特に後者によ
る利益がその収支構造に及ぼす影響は大きい9）。さらに営利企業である損害保険会社が社
会政策的性格を有する自賠責保険を運営するため、株主である所有者との利害の対立につ
いても考慮する必要がある。また、保険団体と損害保険会社の利害さらに社会全体の利益
との利害の対立が生じる。このような状況下でステイクホルダーの利害の調整を図ること
を、企業の社会的責任1　°）として求められている。
　損害保険会社の自賠責保険をめぐる倫理的課題事項は以下のように集約される。まず第
一に「営利事業と非営利事業の共存をあぐる問題」である。損害保険会社が被害者保護を
行う方法として、まず考えられるものは「被害者に対する確実な補償」である。これを行
うと同時に、損害保険会社としては契約者と所有者の利益にも配慮する必要がある。個別
被害者への補償は保険事故発生を機に補償原則に基づき行われるべきものであるが、その
範囲や程度をめぐって問題が生じる。自賠責保険での補償範囲を拡大させるほど、個別被
害者保護にっながるが、このことが契約者の負担を増大させる。さらに、相互補完関係に
ある任意保険の需要の減少にっながり、企業としての収益は圧迫される。しかし被害者へ
の確実な補償を行う資力を確保するためには、任意保険により企業としての経営基盤を強
固にする必要がある。また、自賠責保険の公共性を重視することが、効率面から損害保険
会社全体の収益構造を悪化させ、結果的に社会的厚生を引き下げることもあるID。さら
に保障の確保がセーフティネットとなり社会的厚生を引き上げることをより広い意味での
被害者保護とすれば、個別被害者に対する補償範囲の拡大が最善策とは限らない。このこ
とから、第二の倫理的課題事項である保険団体全体としての利益と個別契約者の利益の優
先順位に関する問題である「保険数理的公平性と社会的公平概念の対立」が導かれる。
　被害者保護に対する考え方の違いから、自動車事故の当事者間、保険契約関係者間、さ
らに企業内部、企業と政府、企業と社会間での公平性をめぐる利害の対立が生じており、
その解決のための判断基準が求められている。そこで本稿では前稿で指摘した自賠責保険
をめぐる「公正」概念にっいてさらに検討を加える。そして「公正」概念そのものを明確
にし、損害保険会社にとって自賠責保険をどのように運営することが公正で、何故そうし
なくてはならないのか、について考察を行う。自賠責保険の運営指針を示すことで、自賠
責保険の企業内での位置づけとそれに応じたステイクホルダーの利益優先順位を明確にな
る。これにより、損害保険会社全体としての企業戦略を明確にすることになる12）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　【注】
1）1998年度に自動車事故に支払われた正味元受保険金は自動車保険全体で1兆9987億円
　で（第三者人身傷害保険は約1兆5000億円）、うち8502億円が自賠責保険から支払わ
　れた（rファクトブック1999　日本の損害保険』p．32）。自賠責保険の設立経緯とそ
　の後の制度改正状況については損保協会〔1999〕pp．4－－8に掲載）を参照のこと。同資
　料では自賠責保険の主な特徴として、①強制保険制度があること、②ノーロス・ノー
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　プロフィットの原則で運営されていること、③政府再保険制度および共同プールの存
　在、④事故調査および保険金支払方法の特殊性、⑤政府保障事業の存在、⑥損害保険
　会社の破綻時の対応、⑦自賠責保険審議会の存在、⑧自賠責保険特別会計の存在を挙
　げている。その他全国一律の制度設計、車検時の付保確認等も挙げられる。
2）運輸省「自賠責のあり方に係る懇談会（1999年2月設置、9月30日中間報告書提出）
　」は以下の3点を検討するために設置された（個別の論点については自賠懇〔1999－b
　〕参照）。①交通事故被害者の保護等交通事故被害者の保護を図るための制度のあり
　方、②保険契約者（自動車保有者）にとって望ましい制度のあり方、③その他今後の
　自賠責保険のあり方全般。そして1999年4月からの議論の概要をまとめた自賠懇〔20
　00〕によると、各論として①自賠責保険の基本的枠組み、②政府再保険制度、③保険
　料にっいて、④保険金限度額、⑤死亡無責事故等の取り扱い、⑥損害調査、支払いの
　チェック等、⑦運用益活用事業、⑧その他、が取り上げられている（pp」2－14）。
　現在社会問題化している保険金の支払いをめぐる問題では、損害保険会社が中立性を
　保ったクレイム処理をしているかどうかが争点と捉えられる。っまり、事故処理過程
　での不正行為の有無が問われている。しかし続発する問題の背景には、損害保険会社
　　としての自賠責保険運営指針が必ずしも明確になっていないことが挙げられる。本稿
　　はそのための判断基準として「公正」概念を捉え、被害者と契約者の関係を中心に、
　その他のステイクホルダーとの利害関係を考慮し、被害者保護の意味を明らかにし、
　　自賠責保険の公正な運営指針について示すことを目的とするものである。
3）ステイクホルダーは最広義には「組織の意思決定・政策・業務実践により影響を受け
　　る、または影響を及ぼしうる全ての個人と集団」として定義される（Free皿an＝Reed〔
　　1983〕p．91）。そしてその生存に不可欠な一義的ステイクホルダー（primary　stakeh
　older）と影響を受ける二義的ステイクホルダー（secondary　stakeholder）に分類
　　されるが、前者の例として、顧客、供給業者、従業員、所有者、後者の例として一般
　大衆、政府等規制当局、社会利害集団等が挙げられる（Evan・Freeman〔1988〕pp．100
　・・102）。Post，et　a1．〔1999〕はこの分類にっいて、二義的は一義的より重要でない
　　という意味ではなく、また分類自体も固定的なものではない（p．10，17）とする。
　本稿では自賠責保険をめぐる損害保険会社のステイクホルダーのうち、特に被害者、
　加害者である契約者、所有者を中心に考察を行う。そしてその関係から、監督官庁、
　供給業者等にっいても必要に応じて言及していく。
4）中林〔2000〕。
5）損害保険会社は自賠責保険の引受義務を有する（自動車損害賠償保障法第7条）。
6）保険メカニズムは団体として機能するものであり、保険数理的公平性を維持する限り
　　団体としての利益が優先されるが、これは必ずしも社会的公平性とは一致するもので
　　はない。この点にっいては2－4で詳述する。
7）自賠法第25条により、自賠責保険は、被害者保護を目的とした社会保障的性格を有す
　　る強制保険であることから、保険料の算出にあたっては、適正原価主義をとり、営利
　　目的の介入を認めていない（保険毎日新聞社〔1998〕P．24）。
8）任意の対人賠償保険を含めた自動車保険制度の概要については自算会〔1999〕PP．1－2
　　を参照のこと。両者の性格の違いと役割分担については鈴木〔1995〕P．79を参照のこ
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　　と。
9）1998年度の日本の損害保険会社34社の正味収入保険料における自動車保険のシェアは
　　利益率約5％で運営される任意保険が3兆5759億円で51．7％、ノーロス・ノープロフ
　　ィットで運営される自賠責保険が5539億円で8．0％（rファクトプット1999　日本の
　　損害保険』p．11）で特に任意保険は損害保険会社の主な収入源となっている。
10）Carro11〔2000－b〕p．64。企業の社会的責任は経済的責任、法的責任、倫理的責任、
　　フィランソロフィックな責任の4段階に分類される。このうち倫理的責任は遵法を最
　低限とするような、社会から期待されているレベルであり、現在特に問題とされる責
　任である（Carrol1〔2000－b〕pp．35・－38）。倫理的責任は、消費者、従業員、株主、
　　地域社会その他のステイクホルダーが公正（fair）、正（right）、正義（just）と
　　みなすことを反映した行為（behavior）やステイクホルダーの道徳的な正や合理的な
　　期待に則した利害を反映した行為にっいての規範（norms）、基準（standards）、
　　期待（expectations）にまで及ぶものである（Carroll〔2000－a〕p，35）。
　　また4つの責任の優先順位は影響を及ぼすステイクホルダー次第で異なる（Carroll
　　〔2000－b〕　p．38）　0
11）年間約110万人の死傷者を発生させ、増加傾向にある交通事故に対応し、年間約9000
　　億円の支払いを行っていることから、自賠懇は自賠責保険の「くるま社会の安全ネッ
　　ト」としての機能を重視し、その中で被害者保護の充実と自動車ユーザーの理解を得
　　るための制度の簡素化と経費削減の必要性を強調する（自賠懇〔1999－a〕pp．4－5）。
　　一般的な意味での効率性と公共性のトレード・オフにっいては橘木〔1998〕p．192等
　　を参照のこと。
12）この問題は損害保険会社のコーポレートガバナンス問題として捉えることもできる。
2．自賠責保険の目的とステイクホルダーの「公正」
2－1　自賠責保険をめぐるステイクホルダー
　企業と社会は相互作用により利害を共有し、相互依存関係にある。そして経営者は企業
のステイクホルダーの利害を加重しバランスを図ろうとする13）。例えばCarroll〔2000
－b〕では、経営者がさまざまなステイクホルダーの要求の正当性に優先順位をっける方法
として、企業の存続に不可欠な利害関係を有する中核的ステイクホルダー、特定の状況に
おいて企業に対して特定の脅威と機会を与えるものである戦略的ステイクホルダー、その
他の環境的ステイクホルダーという分類を用いる14）。
　損害保険会社の自賠責保険運営をめぐるステイクホルダーを図示したものが図2－1で
ある。そのうち加害者である契約者、所有者、供給業者、監督当局等が前述の中核的ステ
イクホルダーに含まれるが、その中でさらに利害の対立が生じる。まず株式会社としての
損害保険会社は、契約者と所有者の利害を図る必要がある15）。そして被害者保護という
目的を果たす上での被害者の位置づけをめぐり、さらに利害が対立する。損害保険会社と
特定被害者の利害関係は保険事故を契機に生じる。このため被害者は戦略的ステイクホル
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ダーとして把握され、その優先順位にっいては企業目標との関係から決定される16）。こ
の際自賠責保険の運営指針が企業戦略全体の中で明確にされていないと、ステイクホルダ
ーの順位づけは困難である。だが、いかなる企業目標を達成する上でも、各スティクホル
ダーを公正に扱うことがまず前提となるのは確かである。このため本稿では判断基準とし
て「公正」概念を用いる。まずは被害者保護の意味を検討し、自賠責保険の運用をめぐる
「公正」とは何かを明らかにしていく。
図2－1　自賠貴保険をめぐる損害保険会社のステイクホルダー
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13）　Freeman＝Reed　〔1983〕　p．91．
14）　Carroll　〔2000－b〕　PP．66～69．
15）生命保険会社では相互会社形態との関連で所有者支配と契約者支配が問題とされそき
　　た。また一般的な株式会社では株主の影響力が強まっている。しかしながら日本の損
　　害保険会社では、契約者の加入行動と従来の株式の持ち合い構造の特殊性からこのよ
　　うな問題は生じにくかった。しかし今後は顕在化することが想定される。
16）Carroll〔2000－b〕pp．69・・72，73．その結果、倫理的レベルでのステイクホルダーの
　　優先順位を決めるアプローチは、第一に、株主重視の戦略的アプローチ、順位付けは
　　不明確となる多様な受託者アプローチ、ステイクホルダーに対する道徳的責任を制約
　　条件として株主を重視する総合的なアプローチに集約される。そして、ステイクホル
　　ダーの正当性（legtimacy）、影響力（power）、緊急性（urgency）といった性格
　　や属性から順位付けをし、5段階に分けたステイクホルダー・マネジメント手法を用
　　いる（pp．73－－74）。
2－2　被害者保護の意味
　戦後の高度経済成長により1950年代初頭には急激なモータリゼーションが進行し、これ
に伴い自動車事故が増加した。しかし、交通事故の被害者に対する賠償は過失責任主義が
とられ、さらに加害者に賠償資力がない場合には損害賠償を得ることができなかったこと
から、被害者保護の必要性が社会問題化した。このため自動車事故による被害者の保護を
目的に、相対的無過失責任主義にもとつく、加害者の賠償資力を確保するための自賠責保
険制度が設立された。そして、営利目的ではなく強制の全く新しい保険であるための「不
安」要素はあったものの、保険技術やノウハウの蓄積を持っこと、全国的な営業網と事故
処理体制を持つこと、先進国では民間が引き受けているなどの理由から、民間の損害保険
会社が引受主体となった17）。以上の経緯をふまえ、損害保険会社にとっての被害者保護
の意味にっいて検討する18）。
　損害保険会社が被害者保護のためにすべきことは、保険事故発生時に契約者が被害者に
対し公正な賠償が行えるようにすることである。具体的には中立性と透明性を保った損害
調査にもとつく給付を行うことになるが、その前提として、契約者の賠償資力を確保する
ために、損害保険会社の財務基盤を強固にしておく必要がある19）。この場合「公正な賠
償」の方法が問題となる。営利企業である損害保険会社は補償原則に従い、被害者の過失
を大目に見たり、過失割合を小さく見たりするわけにはいかない。むしろ反対に、もしも
被害者に過失があればそのことを理由に加害者の支払うべき賠償金の額、損害保険会社が
支払うべき保険金の額をできるだけ低く抑える努力をしなくてはならない2°）。しかし自
賠法では被害者救済のため、免責事由や過失相殺適応条件が緩和されている21）。このた
め賠償額の決め方をめぐる公正を明確にする必要がある。また契約者の賠償資力の確保を
重視するほど、任意保険による十分な収益の確保が必要となり、別の面からの被害者保護
にっながる。
　次に被害者保護の程度が問題である。被害者への補償を手厚くするほど保険料は上昇す
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る。従って特定被害者と契約者全体の利害は必ずしも一致しない。また契約者間でも、保
険事故に遭遇した場合により手厚い補償を得ることを望む契約者と、極力低廉な保険料を
求める契約者が存在し利害は一致しない22）。また、短期的利益に直結しない非営利事業
である自賠責保険が損害保険会社の収支構造全体に及ぼす影響から、契約者と所有者（株
主）との利害の対立もみられる2s）。また、自動車保険の公共性を重視し24）、被害者を
保護することが社会全体の厚生レベルを向上させると捉えれば、保険団体と社会全体の利
益の対立も生じる。さらに被害者間でも、加害者の付保状況により賠償額に差が出るとい
う制度的欠陥もある25）。
　以上のように、被害者保護はその方法をめぐり倫理的課題事項を引き起こす。損害保険
会社とっては、被害者の利益と契約者をはじめとする中核的ステイクホルダーの利益のど
ちらを優先するか、そして中核的ステイクホルダー間での優先順位により被害者保護の方
法が異なる。さらに保険事故に遭遇した個別契約者と契約者全体の利益のどちらを優先す
るかが問題となる。また、保険の公共性と関連する問題もある。規制に従い公正な損害調
査に基づく補償を行うことで、法的責任は果たされる。しかし、被害者保護のための倫理
的責任を果たす上での公正概念が明確でない場合には、被害者保護策の実施が混乱を引き
起こす結果となる。
17）以下の記述は保険毎日新聞社〔1998〕pp．12－16に依拠している。
18）損保業界の視点から設立経緯を捉えた曽田〔1994〕からは、政府と損保業界の自賠責
　　保険をめぐる利権問題が設立段階からの懸念であったことが裏付けられる（pp．76－79
　　）。
19）確実な賠償を行うために、政府による再保険と保険会社による共同プールが存在し、
　　前者により元受収入保険料の6割が再保険に付される。政府再保険の導入根拠と詳細
　　な仕組みにっいては保険毎日新聞社〔1998〕pp．142・－145参照のこと。
20）この記述は鈴木〔1999〕p．34に依拠している。
21）免責事由の限定については保険毎日新聞社〔1998〕pp．20－21を参照のこと。過失相殺
　　の仕組みについては、鈴木〔1998〕pp．191－192を参照のこと。自賠責保険では、被害
　　者に重大な過失（70％以上）がある場合のみ減額を行う（自算会〔1999〕pp．24－25）
　　が、対人賠償保険では総請求額から過失相殺を行うので、支払い総額が自賠責の支払
　　い額内であれば全く支払いが行われず、超える時にはその差額のみが支払われること
　　になる。重過失減額事例は増加傾向にあり、被害者保護に対する要請が高まっている
　　（鈴木〔1995〕pp．117－118参照）。これに対し運輸省では被害者の過失が100％でも
　　保険金を支給するという救済策拡充を検討している（朝日新聞（1999／7／17）。
22）さらに同一人物であっても状況により意思決定は異なると想定される。
23）自賠責保険と任意保険はその補償範囲が相互補完関係にあるため、自賠責保険の運営
　　が収支構造全体に及ぼす影響は大きく、株価等で表面化しやすい。
24）福祉性そのものは肯定されるが、保険業特有の福祉性を証明することは難しい。水島
　　〔1992〕では「保険に固有の公共性がまず与えられ、この公共性を理由に保険業規制
　　の必要性が生まれるというのではなく、低廉安価な良質の商品（保障）を提供するこ
　　とが社会的責任であり、そこに公共性が要請される。保険取引の特殊性故に、公的規
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　　制によって事業の円滑な遂行を確保する必要がある。しかし、競争を促進して資源の
　　最適配分と消費者利益の増大を図らなくてはならないこと」を指摘している（pp．85－
　　91）。損害保険業と福祉性の関係にっいては鈴木〔1983〕pp．1・’15を参照のこと。
25）ひき逃げや無保険車による事故の被害者救済を図ることを目的とした、政府による自
　　動車損害賠償保障事業（保障事業）が存在する（自賠法第71条）。保障事業と自賠責
　　保険では、特に過失相殺の適用にあたって、前者が重過失による減額が適用されるた
　　め、支払い額に差が生じ、被害者間に不公平が生じるという制度的欠陥があることが
　　問題視されている（日本経済新聞（1999／7／20）。これは制度上の問題であるが、損
　　害保険会社の運営に関連する要因となる。
2－3　公正概念と取引の公正
　制度を運営するための権利や義務を示す基準として「公正」概念が存在する。公正とい
う概念にはさまざまな要素が含まれるが、取引のルールを決める概念として法学と経済学
における把握をもとに分類すると、2っの異なる概念を意味していることになる26）。第
一は、法学における「機会の均等」に類似する概念であり、かつ経済学における資源配分
の「効率性」をサポートする概念として捉えられる。この場合、公正は正義と同義で用い
られる。正義は人間の行為や制度の正・不正の評価基準であり、「等しい者どうしを平等
に、等しくない者どうしを不平等に扱うこと」を通じて「各人に彼の正当な持ち分を与え
ること」を指し、その内容は「根拠のない差別の除去」と「競合する諸要求の間に適正な
バランスを確立すること」である27）。この概念に基づく公正な取引ルールは「取引を促
進するために、各経済主体の取引機会の平等が事前的に確保されるような取引環境を整備
すること」、っまり「取引環境整備」となる。他方、取引の結果に不平等が生じたならば
何らかの是正措置を講じるという、法学における「結果の平等」と、効率性とは独立なも
のとして公正概念を用いる経済学における「所得分配の公正」に類似しうる概念である「
弱者保護」と捉える。この場合、公正な取引とは「情報、交渉力、判断能力等における劣
位者を保護するために、事前的であると事後的であるとにかかわらず何らかの措置をとる
こと」となる。
　前者では取引当事者に一定程度の平等を保障することにより取引を促進することが「公
正」であり、後者では弱者に対し成果と分配の平等を確保しようとすることが「公正」で
あり、この場合には取引は不活性化するという弊害も指摘される。
26）以下の分類は日銀〔1999〕依拠している。同稿は日本銀行経済研究所における「金融
　　取引における公正（fairness）の概念に関する法律問題研究会」における議論の整理
　　として取りまとめられたものである。
27）川本〔1995〕pp．7・－8。　Rawls〔1999〕は正義は徳性の一つでしかないが重要なもので
　　ある（p．32）と特徴づける。
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2－4　保険数理的公正と社会的公正
　機会の均等に立脚する市場経済には、機会の均等を保証する機構は本来的に内在しない
が、保険制度はその機能を果たすものである28）。このような保険の機能は相互扶助の仕
組みとして理解されるとしても、その意味をめぐって問題を引き起こす29）。
　r広辞苑（第5版）』によると、　「公正」とは「公平で邪曲のないこと、明白で正しい
こと」で、「公平」とは「かたよらず、えこひいきのないこと」とされる。これに対し、
保険における公平は「損失の期待値と被保険者（一契約者）が保険団体にもたらすコスト
に相応した保険料、っまり保険数理的に公正な価格（actuarially　fair　price）を課すこ
と3°）」とされる。この場合、同じ条件にある契約者を同等に扱う3Dというリスクに応
じた扱いが公正ということになる。しかしながら、このような扱いを不平等と捉え、弱者
救済を求める立場もある。このため保険数理的公平性（actuarial　equity）はときどき社
会的公平性（social　equity）と対立し、内部補助（subsidization）の社会的受容可能
性が高まる32）。
　自賠責保険に関しても、立場により公平性が対立的に二様に解釈されうる33）。例えば
再保険の運用益をめぐっては、社会的弱者となる被害者に対する補償を手厚くすべきとす
る立場と、保険料引下げによる自動車ユーザー全体への還元をすべきという立場がある。
前者は社会的公平性に配慮した被害者保護であり、後者は保険数理的公平性を重視した被
害者保護にっながる措置と言える。
28）この記述は田村〔1996〕p．26に依拠している。
29）保険における助け合いと一般的な助け合いの違いにっいては田村〔1995〕pp．28－－29を
　　参照のこと。
30）Black，　Jr．・Skipper，　Jr．〔2000〕p．28．同書では保険における公平（equity）はアン
　　ダーライティングの目標であるが、現実には達成不可能である、と指摘する。また、
31）田村〔1995〕では「私保険は社会保険と異なり私的経済取引の一種であり、個々の契
　　約者と会社との私的契約によって成り立っ。それ故、個々の契約者は自己の経済的利
　　益の最大化を目指して行動すればよい。一方会社側の義務は保証の確実な履行と共に
　　同じ条件にある契約者を同等に扱うことであり、それが私保険でいう公平に他ならな
　　い（p．29）」とする。
32）Dorfman〔1998〕p．38．あらゆる保険には何らかの内部補助（subsidization）が存
　　在する。詳細にっいてはDorfman〔1998〕pp．31・－32参照のこと。
33）田村〔1995〕では生命保険と自賠責保険をめぐる実例を示すとともに、保険種類によ
　　り同一の立場にある人でも公平性の認識が異なることを示している（pp．22－29）。
2－5　公正な被害者保護
　そこで2－3で示した取引ルールを自賠責保険の運用への適用により、被害者保護の方
法を分類する。前者のルールに従えば、保険数理的に公平な価格に基づき契約を行い、こ
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れに見合った捕償を行うことにより被害者への公正な賠償が可能となる。これに対して、
後者のルールに従えば、被害者を弱者と捉え賠償責任がある契約者に一様に賠償資力を確
保させることが公正で、資力のない契約者のための何らかの救済措置をとることが認めら
れる。これにより、場合によっては保険数理的に公正な価格以上の料率設定につながるよ
うな事態も公正ということになる。そして営利企業であると同時に、福祉国家のセーフテ
ィネット34）としての役割を担う損害保険会社にとって、被害者保護を制約条件として自
賠責保険を運営するには、どちらの取引ルールに従うにしても、前者の場合には、社会的
公平性と保険数理的公平性をめぐり、後者の場合にはステイクホルダーの利益優先順位を
めぐり、倫理的課題事項が発生することになる。そこで本稿では両方のルールに配慮した
「公正」な取引ルールとしてのロールズの正義論の適用可能性にっいて検討するs5）。そ
のために正義論の背景にある功利主義における公正とそれへの批判を踏まえ、その修正と
しての正義論について概説する。
34）橘木〔1998〕p．38。
35）ロールズの正義論は後述するように基本的に自由の優先権を確保した上で、平等と効
　　率性の折り合いを求める理論であり、前者の範疇にあると同時に後者に対する配慮も
　　行っている理論と捉える。Rawls〔1999〕では、効率性はパレート最適と同義で使わ
　　れている（p．58等）。
2－6　正義論と自賠責保険への適用36）
2－6－1　功利主義における公正
　正義にっいての議論は功利主義から始める必要がある37）。功利主義は行為の結果に行
為の道徳的価値を置き、一個人ではなく社会全体の効用を重視して、さまざまな選択肢を
評価する手段である。行為の全てのプラス面を加算し、それをマイナス面と比較し、「最
大多数の最大幸福」の原理に基づき意思決定を行う。これにより何らかの意思決定が不可
欠だが方針が一致しにくい場面において解決の方向を示すことになるため、ビジネスのコ
ンテキストでの適用に有効である。しかし、適用上の制約条件があり、混乱を引き起こす
こともある38㌔
　功利主義における公正は「社会に帰属するすべての諸個人の満足を集計した純残高が最
大となるよう、主要な社会制度が編成されている場合に、当該社会は正しく秩序づけられ
ており、従って正義にかなっている」とされる。そこでは善（望ましいこと）が正（正し
いこと）から独立に規定され、正は善を最大化するものであり、その正義親の特徴は間接
的な場合を除き、満足の総和が個々人にどのように分配されるかを問題にしないところに
ある、とされる39）。
36）3－6での議論は川本〔1995〕pp．10－・36に依拠している。
37）川本〔1995〕によると、「社会正義」という英語の用例は古典的功利主義者J．S．ミル
　　に始まるものとされる。また、功利主義では①人びとの喜びや満足感、幸福、いい暮
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　　らし向き（welfare）といった具体的目標を掲げているので、それらを結果として増
　　大させるかどうかという単純明快な観点から、行為や制度の正しさ（正義）を判定で
　　きる、②現代正義論の原点と言えるロールズの正義論が功利主義の正義観の克服を主
　　要な課題としていることが根拠となる。（p．10）
　　Rawls〔1999〕では功利主義が他の正義にっいての理論に比べて優れている理由と、
　　概念的枠組みがあることの重要性を指摘する（p．46）。
38）Shaw・Barry〔1998〕pp．58・－60．同書では功利主義が組織にとっての解決策になりやす
　　い点を3点、逆に混乱を引き起こす点を7点挙げている。
39）　Rawls　〔1999〕　pp．19～24．
　2－6－2　正議論の概要と公正としての正義
　ジョン・ロールズ（John　Rawls）は古典的功利主義を、個人の効用の最大化ではなく社
会的効用算出の効率性を重視し分配原理が欠如している、欲求満足の源泉や質を問わない
として批判し、その代替案として正義論を導出した4°）。それによると、自由で平等な人
びとが、自分達が営む社会の根本的なあり方を前もって取り決あるための討論の場である
「原初状態（original　position）」における「無知のヴェール（veil　of　ignorance）
」の下で選択は正義の原理に従い、社会的基本財（primary　goods）4Dは原則的に平等
分配すべきという「公正としての正義」が承認される。ただしこの場合、秩序ある社会（
wel1－ordered　society）における道徳的人格（moral　person）の存在が前提となる42）。
正義は基本的な自由に関しては全員に平等な権利を賦与する第一原理と、社会的・経済的
不平等を①公正な機会均等、および②最も不遇な人びとの利益の最大化を図る、という二
条件に合わせて調整する第二原理の二原理からなり、第一原理で基本的な自由の優先権を
確保しておいて、第二原理で平等と効率性との折り合いを求めている43）。そして結果的
に社会的・経済的な不平等は不可避に発生するため、社会的弱者への別枠の対応をするた
めの是正策として、　「公正な機会均等原理」に加えた、　「マキシミン・ルール44）」に則
った「格差原理」を採用する45｝。
40）本稿ではRawls〔1971〕にもとづき同書の最新版であるRawls〔1999〕までの変化を
　　踏まえて必要な修正を行いながら議論を進めている。またロールズの学説にっいては
　　本稿での議論に直結する部分のみを概説するに止める。
41）合理的な個人であれば、誰でも望むであろうと推定される「善いもの」であり、具体
　　的には、自由と機会、所得と富、生きがいの基礎を指す。
42）Rawls〔1999〕p．11，17．この際、正義概念が満たすべき形式的制約も事前に了解さ
　　れていることも要件となる。ロールズは正義論を「十分に発達した社会的諸制度がす
　　でに存在しており、それが長期にわたる発展の結果を示している場合に適用される理
　　論」と限定条件をっけると同時に、考察の基礎となる枠組みを作ることの意義を強調
　　する（Rawls〔1980〕p．520，571）。
43）　Rawls　〔1999〕　p．53．
44）森宮〔1985〕pp．135－168では、リスク処理手段の選択方法にっいて、最小の便益の最
　　大化であるマクシミン（maximin）ルールとともに、最大の便益の最大化であるマク
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　シマックス（maximax）ルールと、最大の「リグレット」の最小化であるミニマック
　ス（minimax）ルールを採り上げる。そして企業を対象に不確実性下のリスク選択行・
　動について、自然状態、保険の利用等状況による選択の違いにっいて概説している。
　ロールズは1980年代以降は、正義論を合理的選択理論として特徴づけたことを単純化
　　しすぎとし、判断のための何らかの正義の概念を求めるより相対的な均衡を求めるべ
　　きとした。これにより功利主義的な側面が否定され、対決姿勢は弱められた（Rawls
　　〔1999〕p．43、川本〔1995〕p．34）。ロールズの理論では関係者は相互に利害関係が
　　ないことが想定されている（Rawls〔1999〕p．12）が、現在の保険団体はそのような
　　状態と捉えられ、本稿で対象とする自動車事故発生の不確実性下での契約者の自動車
　　保険加入行動を説明する上でマキシミンルールに従った格差原理を参考にすることは
　　有効と考えられる。
45）　Rawls　〔1980〕　p．568．
3．自賠責保険における公正と損害保険会社の制度運営指針～被害者保護をめぐって
3－1　自賠責保険運営上の公正
　損害保険会社が自賠責保険を運営していく上での被害者を保護する方法を検討する。そ
れは同時に、自動車事故の他方の当事者である契約者との利害関係を明らかにし、自賠責
保険の公正な運営指針を示すことになる。この際、前述の正義論の援用が有効となる。
　自動車ユーザーである契約者は、加害者として自動車事故の被害者に対し損害賠償責任
を有する。そしてその責任を果たす手段として自賠責保険があり、さらにそれ以上の保障
に関しては、任意保険に加入する等各自自由に選択することができる46）。
　過去の統計から自動車事故には保険団体としての予見可能性はあるものの、自動車ユー
ザーである個々の契約者は事故発生の不確実性下にある。また、ハイリスクの契約者だけ
が事故を起こすわけではない47）。このような状況での契約者の保険加入行動48）を「無
知のヴェール」の下での選択という特定された状況と捉えれば、正義の原理に従うことに
なる。このため損害保険会社にはそのニーズに応じた制度運営が求められる。まず第一原
理に従い、自動車ユーザー全員に損害賠償に備えるための保障を受ける機会を与え、自由
な選択を可能にする必要がある。これは任意保険により各自の保障ニーズを満たすことで
可能になり、営利企業としての活動を促進することが公正となる。また、このような自由
な選択ができない賠償資力のないユーザーや保険加入意思のないユーザー．．49）に対し最低
限の保障を確保させることは義務であり、特に前者への別段の配慮をすることも、第二原
理に従えば公正ということになる。そしてこの別段の配慮として自賠責保険を位置づけ二
本立て制度を維持することにより、損害保険会社の運営指針は公正となる。別段の対応が
保険団体内での内部補助にっながるものの、賠償資力のない契約者を救済することが公正
である。しかし性格の異なる保険を二本建て運営することによる非効率性には配慮する必
要がある。
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46）川本〔1995〕では自由市場システムの利点は、①資源配分の効率性を実現することと
　　②平等な自由および機会の公正な均等を両立することであり、経済の正義であるとす
　　る（p．32）。
47）　Abraham　〔1985〕　p．32．
48）注44で示したルールのうちどれに従うかは個人のリスク観により異なる。しかし損害
　　保険会社にはまずは「無知のヴェール」の下での選択が可能になるよう取引環境を整
　　備をすることが求められる。
49）自動車保有者である契約者は自己責任の下で危険物である自動車の運行を行い、これ
　　に付随する賠償責任を負う。このため賠償資力のない契約者には自動車運行の権利が・
　　ない、とすることも可能である。また保険加入意思のない者にっいては強制保険を導
　　入しても損害防止効果は薄いと言われる（Shavell〔1986〕pp．54－55）。しかし運送
　　手段としての自動車の必要性を考慮すると別段の配慮も公正とされる。
3－2　解決すべき倫理的課題事項
　このようにロールズの正義論を適用することで損害保険会社の自賠責保険の公正な運営
指針を示すことは可能である。しかしながら、功利主義的な公正では利害の調整が図れな
いためこれを修正し、　「機会の公平」と「結果の平等」という二種類の公正概念が用いら
れていることで、両者がどのように優先づけられているかの認識がない場合には混乱を引
き起こす。現在自賠責保険をめぐって生じている問題の多くはこの点に関する認識が乏し
いため、表面的な対応はできても、根本的な問題解決にっながらず、問題が続発している
と捉えられる。保険メカニズムの特殊性やステイクホルダー間の公正概念の違いに対応す
るには、まずは「公正」概念そのものが多義であることを認識する必要がある。そして被
害者救済という社会的使命を果たした上で、一営利企業としての契約者に対する確実な保
障提供基盤の確保を両立させていることを明確にする必要がある。このためには個別損害
保険会社としての被害者保護に対する公正概念とそれに基づく自賠責保険、さらには自動
車保険全体の運営指針を明確にし、ステイクホルダーに周知させる説明責任がある。そし
てこのような運営指針は企業目的との関係から決定されるため、企業全体としての戦略を
確定させる必要がある。
3－3　企業目的と自賠責保険運営指針
　損害保険会社には一営利企業としての目的と保険業を営む社会的使命を帯びた企業とし
ての目的、さらに補償機能を果たす損害保険会社としての目的が併存し、企業をめぐる環
境の変化とともにその内容と比重も変化し続けている5°）。しかし、企業の存続を図るた
めには、単なる利益追求や遵法のレベルを超えた倫理的責任を果たすことが求められてお
り、企業目的はさらに多元的になっている51）。損害保険業界としては、自賠責保険制度
設立当初に比べた各社の財務基盤の向上や規制緩和の流れから、対人賠償保険を一元化し
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自賠責保険の民営化を求める動きがある52）。このような動きに対応する上でも自ら倫理
的な配慮をすることが重要となる。
　企業戦略を「企業は誰に対して道徳的責務を負い、誰の利益に供するのか」を判断基準
として、企業目標との関連から意思決定を行うことで、企業戦略を大別することが可能で
ある。その一戦略として「ロールズ的企業戦略」が位置づけられる53）。この戦略では、
企業活動には自由な門戸を広げ、その上で弱者救済へは特権を与えることになる。これに
従えば、自賠責保険において被害者の優先順位を高めることは公正とされるものの、まず
は自由な企業活動により全ステイクホルダーの利益が高められることが優先される。だが
社会的ミニマム達成後の自由は制限されるべきでなく、結局は社会の最も不利な状況にあ・
る人びとの社会経済的福祉の最大化がすべての人びとの社会経済的利益の増進にっながる
のである5ω。
50）米山〔2000〕では保険企業の企業目的と戦後の変遷にっいて、生命保険会社を中心に
　　ガバナンス構造との関係から言及し、従来の経営者支配からの変化を指摘している（
　　pp．65－68）。またディスクロージャー誌等で示される各社の企業目標は極めて抽象的
　　なものであり、ステイクホルダーへの説明責任を果たす上では不十分で企業活動の正
　　当化するのは困難と言える。
51）企業の倫理的責任にっいては注9参照のこと。
52）損害保険業界による自賠責保険と任意保険の一元化による民営化や政府再保険制度廃
　　止の要求が高まっている。しかしその背景には運輸省との既得権益をめぐる確執があ
　　るとの批判も多い（例えば山野井〔1999〕参照）。このため損害保険業界として民営
　　化に際して5条件を示し、契約者保護を重視していることを強調する。なお、政府再
　　保険制度については2002年度移行廃止に向けて自賠懇で検討中である（rインシュア
　　ランス（損保版）』第3891号（2000／4／20）pp．2・－3）。
53）Free皿an・Gilbert，　Jr．〔1988〕pp．64－86．その他の戦略は①株主企業戦略、②経営者
　　特権企業戦略、③特定ステイクホルダー企業戦略、④非特定ステイクホルダー（功利
　　主義的）企業戦略、⑤社会調和企業戦略、⑥ロールズ的企業戦略、⑦パーソナル・プ
　　ロジェクト企業戦略、である。戦略ごとにステイクホルダーの優先順位は異なる。現
　　状では経営者特権企業戦略をとる企業が多く、ロールズ的戦略は目指しているものの
　　実行が困難な戦略と言われる。損害保険会社の現状にっいては中林〔2000〕で言及し
　　ている。
54）この記述はロールズ〔1979〕p．13に依拠している。
3－4　自賠責保険の公正な運営条件
以上のことから、営利企業としての経営基盤の強化を図り、その際被害者保護を制約条
件とする、損害保険会社の現行の二本建て制度による自動車保険の運営指針は公正と言え
る。一営利企業としては、任意保険により自由選択の余地を残し社会全体のレベルァップ
を図り55）、被害者救済のための自賠責保険での最低限の保障の確保56）が自動車運送の
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健全な発達に資するため、別の面からの自賠責保険の目的への貢献と言える。しかし現実
の制度運営に際しては企業としての指針が明確にされているわけでなく、従来からの制度
を踏襲している段階である。倫理的レベルで正当性を示すための改善が必要である。
　損害保険会社は自賠法により被害者保護を優先するが、同時にその他のステイクホルダ
ーの利益を確保する必要がある。しかし公正概念にっいての認識不足から明確な根拠のな
い公共性や福祉性を持ち出し正当化手段とする傾向がある57）。また、保険数理的公平性
を軽視した自賠責保険の運営を行うことは、　「悪い弱者救済58）」でしかなく、社会的厚
生を引き下げる結果となる5D）。営利企業である損害保険会社としては、自賠責保険での
補償範囲を拡大することよりも、契約者の保障ニーズを満たす商品開発とより有利な料率
の実現のための公正な競争を行うことにより被害者を救済すべきと考える6°）。また、格
差原理による別枠での弱者救済措置は欠かせないが、保険数理的公平性を一っの基準とし
た、分配を公正にするための効率性を追求した改善は必要である6D。そして今後はコー
ポレートガバナンスの観点からは、所有者の利益への配慮の必要性が高まっており、企業
としての収支構造を安定させることはこの面からも正当化される。
　さらに政府との関係では、まずは役割分担を明確にする必要がある。一営利企業が社会
政策的な事業を行っていることを認識し、公正概念に基づき、すべきこと、できることの
区別を付けて実践していく必要がある62）。
　これに対し、ステイクホルダーとの公正な取引を求めるためには、損害保険会社自体が
公正な取引を行っていることが前提となる。例えば公正な損害査定をするには、供給業者
にあたる関係者、競合企業である損害保険会社間、政府との公正な関係を保っとともに、
その正当性を示す必要がある。このためには情報開示をするとともに、制度的欠陥等に対
するチェック機能を果たす必要もある。また、金融取引としては、規制緩和に伴い消費者
の自己責任原則が強まっている。しかし、自己責任原則を要求するには、取引ルールに関
する不確実性が可能な限り除去されていることがその大前提であり、この意味で「取引環
境整備」は「自己責任原則」の前提となる環境整備である63）。
55）自賠責保険での保障範囲をひろげるべきかどうかという問題は、効率性の問題として
　　よりも、損害保険会社の利権問題として採り上げられる傾向にある。このため後述す
　　るようにまずは公正な運営をする前提条件として損害保険会社が倫理的責任を果たす
　　ことの重要性が指摘できる。
56）同様の例として、我が国の年金保険制度が挙げられる。国民年金制度における全国民
　　共通の基礎年金部分と、自動車保険の自賠責保険を同様に評価することが可能である
　　。このため物価スライドや最低生活の保障に該当する補償範囲の修正、拡大は不可欠
　　である。また、自賠責保険での補償をめぐっては死亡時の支払い限度額が1973年に10
　　00万円に引き上げられた際に、自賠責保険最低保障論から自賠責保険基本保障論へ移
　　行した（鈴木〔1997〕p．82）と言われる。
57）注33参照。いわゆる掛け捨て型保険を嫌いながら、相互扶助的理念だけは受け入れる
　　契約者の思想は、保険会社による広報活動の弊害とも言える。このような契約者に対
　　応していくため、保険団体運営上の効率性が低下すると考えられる。
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58）日銀〔1999〕p．54。また、Black，　Jr．・Skipper，　Jr．〔2000〕では、保険市場でリスク
　　細分化により競争を促進させ、逆選択のスパイラルを防ぐ必要性を指摘する。しかし
　　同時に保険メカニズムとの関係で、リスク細分化にも限界があることにも言及してい
　　る。
59）不公正に対する救済策は実行可能でもコストがかかるため、効率性とリスク再配分の
　　妥協を図り、強制保険により市場の効率性を保っことも必要（Abraham〔1985〕p．45
　　1）という指摘もある。
60）契約者の二「ズは多様化している。例えば、より完全な保障ニーズを満たすための人
　　身傷害補償保険が存在する。これにより過失相殺を適用せず、保険金を迅速に支払い
　　被害者を保護することが可能になる（鈴木〔1999〕p。31）。東京海上火災が1998年10
　　月に我が国初の人身傷害補償保険であるTAPを発売して以降の販売実績から、この種
　　の保障ニーズが高まっていることが裏付けられる。TAPの開発と商品概要にっいては
　　星野〔1999〕参照のこと。しかし同時に、このような責任原理から補償原理への移行
　　による収支悪化の懸念も指摘されている（西嶋〔1999〕等参照のこと。
　　他方安田火災海上はリスク細分型保険ONEを発売し、販売約5カ月で契約件数が100
　　万件を突破した（rインシュアランス（損保版）』第3888号、p．2）。
　　また被害者の立場からは生活リスク全般を包括的にカバーする生活総合保険へのニー
　　ズが高まっている。
61）例えばメリット・デメリット制の導入は可能である。
62）政府や業界全体での自主規制に従った上での個別企業としての対応が問題となる。公
　　的規制と自主規制と個別企業としての企業倫理は相互に関係するものである。詳細に
　　ついてはエプスタイン〔1996〕pp．178－－189参照のこと。
63）日銀〔1999〕p．57。
4．おわりに
　以上の考察により、損害保険会社の企業戦略の中での自賠責保険の位置づけと運営指針
を策定する上での「公正」概念と、その重要性を明らかにした。損害保険会社、契約者、
被害者、社会一般にとっての公正概念には差異がある。また保険数理的公平性と社会的公
平概念は必ずしも一致するとは限らない。補償原則に従うことが、時として社会問題を引
き起こすのはこのためである。自賠責保険をめぐるステイクホルダーの利害の対立がさま
ざまな問題を引き起こしてきた。経営者には、その調整をする役割があるが、公正概念を
明確にすることなしには十分な対応はできない。
　本稿ではロールズ的企業戦略における公正概念に従い、自賠責保険の公正な運営指針に
ついて示したが、これが唯一絶対の解決策とは限らない。公正な取引ルールの考え方次第
でさまざまな代替案が実施可能となる。しかし、一営利企業がその企業活動として社会政
策的事業を併用する上で、現状では最も有力な解決策と考える。従って、公正であるとい
うことを機会の平等と捉え、全てのものを平等に扱うのではなく、平等なものを平等に、
不平等なものを不平等に扱い、その上で別段の救済措置をとるということになる。自賠責
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保険に対してはリスクに応じた扱いをすることへの賛否両論があるが、別段の救済措置へ
の要請は根強い64）。保険数理的公平性を軽視して、自賠責保険の社会公共性だけを強調
しすぎることが、結果的に被害者保護にっながらない非効率的な状態を引き起こす可能性
が高い。各種審議会65）が開催され、さまざまな立場から制度改善案が示されているが、
損害保険会社としては、自賠責保険の運営をめぐる公正にっいての見解を明確にし、各ス
テイクホルダーの認識とそれぞれの違いを確認し、実際に制度を運営することが急務と考
えられる。ステイクホルダーの適正なニーズに関心を向け期待に応えることなしには、長
期的な成功はない66）。何らかの問題を指摘される度に場当たり的な対応をしていても、
市場の効率性を低下させるだけで、被害者保護にはっながらず、自動車運送の健全な発達
に資することにもならない。これは損害保険会社にとっての倫理的課題事項と言える。企
業は利益をあげるだけでも、倫理的であるだけでもなく、両方の責務を同時に果たすこと
を社会から期待されており、今後もこの傾向は変わらないと考えられる67）。このため、
経営者は倫理的課題事項をリスクとして認識し、公正な運営により対処することが求めら
れる68）。
　また、最近の損害保険会社をめぐる環境変化は著しく、1998年7月の料率自由化以降の
競争激化に加え、リスク処理手法の高度化、他業種からの参入も相次ぎ、総合リスク処理
産業としての存在意義そのものが問われる状況にある。損害保険会社が今後も存続してい
くためには、まずは最も根源的な機能である補償機能を確実に果たすことを最重視すべき
である。そのためにも、公正であることは最低限求められているレベルである69）と同時
に、最も重要な経営指標と捉えるべきものである。
64）リスク細分型保険へのニーズの高まりは、逆にリスクに応じた扱いへのニーズの高ま
　　りでもある。
65）例えば、損害保険協会は「自賠責保険特別委員会」、運輸省では前述の「自賠懇」、
　　金融監督庁には常設の「自賠審」等が存在し、それぞれの立場からの審議を行ってい
　　る。
66）　Carroll　〔2000－b〕　P．64．
67）　Carrol1　〔2000－a〕　P．35．
68）Carroll〔2000－a〕によると、経営者は道徳的なマネジメント、非道徳的なマネジメ
　　ント、道徳観念のないマネジメントに分類され、道徳観念のないマネジメントはさら
　　に意図的なものと意図的でないものに分類される。このうち後者は減少傾向にあるも
　　ののかつては圧倒的に多かった。しかしこのようなマネジメントは教育次第で道徳的
　　なマネジメントになりうる（pp．34－－41）。公正概念を明確にすることはそのための一
　　手法になりうる。
69）　CarrolI　〔2000－a〕　P．35．
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